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報告要旨 
 

1997 年の京都会議（COP3）の開催に象徴されるように、国際的にみて、日本は温暖化対
策、気候変動政策には熱心に取り組んできた。特に、初期においては日本のエネルギー効率
性の高さは、日本の先進的な取り組みを示すものであった。そしてそれらは、経団連の自主
行動計画に代表されるような自主的なアプローチで象徴されてきた。 

一方で、国際的には、明示的でかつ義務的なアプローチが行われてきた。特に、欧州の
EUETS は、排出量取引の代表的なケースとして各国で参考にされてきた。日本でも民主党
政権下で排出量取引導入の議論が行われたが、本格的な導入には至らなかった。産業界から
国際競争力の問題や炭素リーケージへの懸念が示されてきたからである。民主党政権下で
の議論は、2012 年の地球温暖化対策税の導入に収束した。東日本大震災に伴う福島原発の
事故もあり、その後、炭素に価格付けをするカーボンプライシングの議論はほとんど行われ
なくなった。 

転機を迎えたのは、2015 年の COP21 で合意されたパリ協定である。これにより、新興
国も含めた気候変動政策の議論が活性化し、国内でも炭素税と排出量取引といったカーボ
ンプライシングの議論が復活した。そして、IPCC の「1.5 度特別報告書」が日本も含めた
各国のカーボンニュートラル宣言につながった。その結果、「成長に資するカーボンプライ
シング」の議論が政府で始まり、2023 年 5 月の GX 推進法（脱炭素成長型経済構造への円
滑な移行の推進に関する法律）の成立へつながった。 

本報告では、環境経済・政策学がどのような形でこの議論に寄与したのか、有村 （2024）
に依拠しながら、審議会や検討会にフォーカスをあて、学会のメンバーを中心に振り返りた
い。栗山（2022）では環境経済・政策学と環境政策の関係が包括的に議論されたが、本稿で
はカーボンプライシングを事例とした一環境経済学者のかかわり方に着目する。特に、私自
身が環境経済 ・政策学者としてカーボンプライシングの議論にどう関わってきたかを紹介し
たい。そして、GX 推進法で展開される今後の日本のカーボンプライシングについても展望
したい。 

具体的には、本報告では以下のような内容を予定している。 
初めに、国内導入を巡る初期の議論を振り返る。ここでは、2000 年～2010 年前後の環境



経済・政策学として、民主党による政権交代までのカーボンプライシングの議論を振り返る。
そのなかで、都議定書の採択とそれに伴う排出量取引の制度設計の検討を振り返る。さらに、
民主党政権下での排出量取引の検討を振り返る。特に、国際競争力と炭素リーケージ問題と
その対応策に対する環境経済学や環境政策学のかかわりを振り返る。いわゆるマネーゲーム
批判 （朝山（2014））の影響についても考察する。また、これと並行して行われた議論とし
て、日本政府主導のオフセット制度、J クレジットを紹介する。 

次に、パリ協定の影響について考察する。カーボンプライシングの議論の再始動やカーボ
ンプライシングに対する認識の変化について議論する。この間に環境経済 ・政策学が果たし
た役割も考察する。 

さらに、カーボンニュートラル宣言とカーボンプライシングについて議論する。特に、カ
ーボンニュートラル宣言後の動きや、GX リーグの誕生と GX 推進法の成立、カーボンクレ
ジット市場の誕生について考察する。 

最後に、今後のカーボンニュートラルの達成におけるカーボンプライシングの役割や環
境経済 ・政策学を展望する。特に、炭素税の二重の配当 （Takeda＆Arimura,2021）や、炭素
税の実効炭素価格の視点を紹介する。また、アカデミズムと政策決定、省庁の役割について
も展望して、報告を終了する。 
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